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第 1 章 はじめに 

 
1.1 研究の背景 

私たち人間には，将来を予知する能力はない．しかし，過去に起こった災害や事故の

記録や経験に基づいて将来起こるかもしれないことを想定し，それに備えることはある

程度可能である．もちろん，その想定は限られたものであり，今後起こりうる事柄は過

去と同じではない故に，将来の災害等に向けて策定された計画も万全のものとはなり得

ない．しかし，それを理由に起こりうるさまざまな災害等に対して何も手を打たないで

いるならば，被害はより大きくなる．経済活動がグローバル化した現在，自然災害等に

よって企業がその活動を一時的に休止し，そのために製品の納入が契約の期日に間に合

わないなどの契約不履行が生じるならば，被災による損失に加えて損害賠償等の経済的

な損失，さらには信用の失墜など企業経営が大きなダメージを受ける場合も想定される．

そこで，地震，台風，大雨など想定し得るさまざまな事象の生起に対して，どのような

対応を取るかを予め決めておき，被る被害を最小にするよう適切に対策を講じておくこ

と，すなわち，リスクマネジメントの実施がグローバル化した世界に生きる企業に求め

られている． 
また，企業が大規模災害等に際してその事業を継続するための計画（事業継続計画，

BCP：Business Continuity Plan)を策定することは，地域社会の防災力を高めることにも

なる．すなわち，計画の立案・実施により，災害発生時における企業の被害を減少させ

ることができるとともに業務中断による損失や地域における雇用面での影響等が軽減

され，それは地域経済の早期復旧・復興に繋がる．さらに，地域防災力を向上させるた

めに不可欠な平常時の地元企業群と行政等のパートナーシップの構築にも寄与するも

のとなる．加えて，道路交通ネットワーク等の災害時の被災想定，信頼性の情報及び災

害復旧の情報の提供も，企業BCP内容を向上させ，さらには地域における災害に強い道

路ネットワークのあり方，災害時の優先的・重点的復旧箇所の明確化など，社会経済活

動への影響を最小限に止めるための維持管理・復旧の考え方が確立され，地域防災力の

向上に貢献する． 
 

 
1.2 研究の目標 

このような社会的必要性やBCP 作成の効用を背景に，平成19年度から３箇年にわた

り，プロジェクト研究として「大規模災害時の交通ネットワーク機能の維持と産業界の

事業継続計画との連携に関する研究」を実施してきた．本研究では，地域の自治体がそ

こに立地する中・小規模な企業のBCP 策定を支援する際に活用することを念頭に研究

目標を定めた．研究を始めるに際して設定した成果の目標は，以下のとおりである． 
・過去の被災事例に見る企業BCP 策定・運用の効果を整理する 
・企業のBCP 策定・運用における行政との連携の仕組みを構築する 
・BCP 策定支援ガイドライン（案）を策定する 
・道路ネットワーク評価のための共通指標（橋梁，トンネル，のり面等）を設定する 
・インフラ間の相互依存性解析モデルを構築し，復旧戦略立案への応用を検討する 
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1.3 研究の経緯 
上述の目標を達成するため，研究期間の各年度において次のような検討を行った． 
研究初年度の平成19年度は，以下の検討を行った． 
① 企業のBCP 策定・運用の効果を明らかにするとともに，BCP 作成の効果を推定

する方法を検討した． 
② 東海地震，南海地震に着目し，地方整備局と連携しつつ，具体的なフィールド

において地元の自治体・ライフライン事業者・企業等の参画を得て，BCP の策定

支援，情報・知識の共有の仕組みづくりの検討を実践的に実施した． 
③ 企業等への提供情報を高度化するため 

  a. 道路ネットワーク評価のための共通指標の設定及び 
  b. インフラ被害の影響の波及構造・相互依存性の解析モデルの作成 

のための検討を実施した． 
 

２年目の平成20年度は，以下の検討を行った． 
① BCP策定・運用による効果分析手法の検討として，過去の災害時のBCP に関す

る文献調査を行うとともに，災害を経験した企業に対して防災対策の効果のヒア

リングを実施し，その結果をとりまとめた． 
② 地域防災力の向上に向けた中小企業のBCP策定支援に関する検討では，前年度よ

り引き続き愛媛県大洲市及び徳島県小松島市において地元代表企業・市・県・商

工会・河川国道事務所等で構成する検討会を実施し，地元企業と行政が協働した

中小企業BCP の策定支援方法について検討を行った．その成果について，「地域

連携による中小企業のBCP 策定支援ガイドライン」の原案を取りまとめた． 
③ ネットワーク評価を想定した構造物の整備・管理水準に関する研究として，道

路ネットワークを機能面から評価して整備や管理の水準を検討するために用い

る，異なる道路構造物（橋梁・トンネル・舗装・土工）に共通的な評価指標を提

案した．また，自治体や企業のBCP 作成を想定して，関連する情報を可視化して

提供する方法（情報を統合表示したマップ）の試案を作成した． 
④ 地震災害のインフラ被害波及構造のモデル化に関する研究として，インフラ管

理者の防災業務計画やヒアリング結果をもとに災害復旧行動をモデル化し，首都

直下地震を対象とするケーススタディを実施することにより，インフラ被害波及

構造を考慮した機能復旧シミュレーションが可能であることを示した． 
 

３年目の平成21年度は，以下の検討を行った． 
① 地域防災力の向上に向けた中小企業のBCP策定支援に関する検討では，前年度

取りまとめた原案をもとに，｢官民共同による事業継続計画策定支援ガイドライ

ン（案）｣を作成した． 
② 非幹線道路ネットワーク復旧順位の考え方に関する研究として，過去の地震災

害に関する文献調査等を行い，住民，企業，行政が震後の復旧段階で重要となる

交通行動を整理し，各主体の交通が複数重なる道路は復旧優先度が高いと考え，

簡易に復旧順位を定める手法を検討し，ケーススタディによる手法の妥当性を検

証した． 
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1.4 研究の概要 
３箇年の研究の成果の概要は，以下のとおりである． 
 

（1）事業継続計画（BCP）の効果（第 2 章） 

既往災害の事例調査から企業が BCP を策定している場合の効果と未策定による影

響を整理した．なお，BCP 策定の効果は，被災後の操業開始までの日数や取組内容に

対する効果内容の実態とした．さらに，被災経験のある企業数社にヒアリング調査を

行い，BCP や防災対策などの策定効果や課題等を具体的に整理した． 
 

（2）事業継続計画（BCP）策定支援（第 3 章） 
既存調査で把握された企業における BCP の策定は，大企業で進んでいるものの，中

堅企業以下では進んでいない.特に，大企業の立地が少ない中小企業が地域の根幹をな

す地方都市においては，災害の発生による企業活動の復旧の遅延が地域の雇用に影響

を与え，さらには衰退を招きかねないことから，地方都市における中小企業に対する

BCP 策定支援の必要性が高い．よって地方都市の中小企業が BCP を策定することに

よる地域防災力の向上を目指し，行政が中小企業の BCP 策定を支援する簡易で効果的

な方法をとりまとめたガイドライン（案）を作成した． 

 

（3）ネットワーク評価を想定した構造物の整備・管理水準（第 4 章） 
道路構造物の機能を，全ての道路構造物に該当し，かつ，供用性や安全性の観点か

ら不可欠と考えられる３機能（耐荷性，災害抵抗性，走行安全性）に分類した上で，

道路ネットワークを構成する異なる種類の道路構造物に対して共通化した性能指標の

開発を試みた．開発した構造物の性能指標と BCP 策定又は行政目的達成の検討に必要

な情報（例えば緊急輸送道路，物流道路）とを，ネットワーク図に合わせて表示する

マップの試案を作成した． 

道路ネットワークを構成する種々の構造物に対して目的を特化して共通の性能指標

を与えることで，地域の BCP 策定や道路維持管理計画策定の合理化・適正化が図られ

るものと考えている． 

 

（4）相互依存性を考慮したインフラ災害復旧過程のモデル化（第 5 章） 
大規模災害時には，個々の社会インフラに被害が生じるだけでなく，これらのイン

フラ機能が相互に依存していることにより被害が波及，拡大し，あるいは早期復旧が

妨げられることがある．特に，大都市圏では多種多様なインフラが高度かつ複合的に

整備されており，こうした被害の波及が顕著に現れる．ここでは，早期の社会経済活

動の復旧に直接関係する通信・電力・ガス・上水道・下水道・道路・鉄道の７つのイ

ンフラを対象に，これらが有する相互依存性，特に，道路の被災が復旧活動に及ぼす

影響の時間的・空間的変化を考慮に入れて，災害発生後早期の復旧過程をモデル化し

た．また，首都直下地震を想定した震災復旧シミュレーションを実施し，その適用可

能性を確認した． 
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（5）非幹線道路ネットワーク復旧の優先順位の考え方（第 6 章） 
地震などの災害時，幹線道路は緊急輸送道路に指定されている．一方，非幹線道路

である市町村道は，幹線道路から住宅地や工場，商業施設等へのアクセス道路という

役割を有しているものの，道路ネットワーク網が膨大かつ複雑であるため，効果的に

復旧すべき道路はほとんど決まっていない．企業 BCP の策定支援を促す自治体が，企

業が BCP を策定する上で被災時の道路復旧がどこから行われるのか優先的な道路復

旧の情報を提供することは，非常に重要かつ有用である．そこで，住民，企業，行政

が被災後の復旧段階で重要となる交通行動を整理し，各主体の交通が通行し，かつ、

それらの交通が複数重なる道路は復旧の優先度が高いと考え，簡易に復旧順位を定め

る手法を検討した．さらに，ケーススタディを行い当該手法の妥当性を検証した． 

 

1.5 研究の実施体制 

本研究は，以下に示す分担により実施した． 
（1）事業継続計画（BCP）の効果（第2章関係） 

  道路研究部 道路研究室 

（2）事業継続計画（BCP）策定支援（第3章関係） 
道路研究部 道路研究室 

（3）ネットワーク評価を想定した構造物の整備・管理水準（第4章関係） 
道路研究部 道路構造物管理研究室 

（4）相互依存性を考慮したインフラ災害復旧過程のモデル化（第5章関係） 
危機管理技術研究センター 地震防災研究室 

（5）非幹線道路ネットワーク復旧の優先順位の考え方（第6章関係） 
道路研究部 道路研究室 
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第 2 章 事業継続計画（BCP）の効果に関する研究 

 
2.1 はじめに 

（1）BCP 策定の必要性 

我が国は世界的に自然災害の多い国であり，これまで様々な災害によって多くの被害を被ってきた．

また，将来的には宮城県沖地震，首都直下地震，東南海・南海地震等の大規模地震発生の切迫性が指

摘されており，災害に対する危機感が高まっている．そのような中，災害に対する企業の取り組みの

一環として，事業継続計画（Business Continuity Plan: BCP）の策定が推進されている． 

BCPとは，災害や事故等が発生し，操業度が一時的に低下した場合でも，その事業所にとって中核

となる事業については継続が可能な状況までの低下に抑える，また，回復時間をできる限り短縮させ，

できるだけ早期に操業度を回復させることにより事業所の損失を最小限に抑え，災害や事故等の発生

後でも事業を継続させていくための計画である．中越沖地震，岩手･宮城内陸地震発生時にBCPを策定

していた企業は，同地区の他企業は復旧に時間がかかったにもかかわらず，被害が軽微であったとと

もに，計画に従ってスムーズな復旧を行ったことにより，地震の翌日から営業を再開するなどの効果

も確認されている1）2）． 

 

 
図 2-1 BCP のイメージ 
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